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【ＦＩ】
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   Ｇ０３Ｆ   7/26    ５０１　
   Ｇ０３Ｆ   7/36    　　　　
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【手続補正書】
【提出日】平成23年4月19日(2011.4.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所望の硬化応答性、Ｒｃを有する印刷版の製造方法であって、
　ａ）弾性結合剤と、単量体と、化学線により活性化可能な光開始剤とを含む光重合可能
な組成物層を有する感光性素子を準備するステップと、
　ｂ）発光スペクトルとピーク発光とを有する化学線源を準備するステップと、
　ｃ）前記化学線源の前記ピーク発光に整合した吸収ピークを有するセンサを使用して前
記放射源の光強度を測定するステップであって、
　前記センサの吸収ピークは、前記化学線源の前記ピーク発光の２５ｎｍの波長内の波長
を有するステップと、
　ｄ）
　１）時間Ｔ１およびＴ２において、前記感光性素子を前記化学線源に露光し、
　２）時間Ｔ１およびＴ２にそれぞれ対応する硬化応答性Ｒｃ１、Ｒｃ２を有する重合さ
れた部分を形成するように処理し、
　３）前記硬化応答性Ｒｃ１、Ｒｃ２を測定することを含む、
段階的露光テストを行うステップと、
　ｅ）前記感光性素子の前記硬化応答性と、ステップｃ）の前記光強度と前記時間Ｔ１お
よびＴ２との積によって判定されるエネルギー密度との重合率曲線を作成するステップと
、
　ｆ）前記弾性結合剤と、前記単量体と、前記光開始剤とを含む前記組成物の層を有する
第２の感光性素子を準備するステップと、
　ｇ）ステップｅ）で作成された前記重合率曲線から判定されたエネルギー密度に基づい
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て、前記第２の素子を前記化学線源に露光して、所望の前記硬化応答性Ｒｃを有する重合
された部分を形成するステップと、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　重合されない部分を除去するように前記第２の素子を処理するステップをさらに含むこ
と、を特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記処理ステップは、
　（１）溶剤、水溶液、準水溶液、および水からなるグループから選択された少なくとも
１つの洗浄溶液で前記露光された第２の素子を処理するステップと、
　（２）前記露光された第２の素子を、領域を融解、流動化、または軟化させるのに十分
な温度に加熱するステップ、
からなるグループから選択されることを特徴とする請求項２に記載の方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６３】
　非粘着化は、感光印刷素子の表面が依然として粘着性である場合に適用可能な任意選択
の現像後処理であり、このような粘着性は一般に後露光では除去されない。粘着性は、臭
素または塩素溶液による処理などの当分野で周知の方法で除去することができる。好まし
くは、非粘着化は、特許文献３２およびギプソン（Ｇｉｐｓｏｎ）の特許文献３３に記載
のように、３００ｎｍ以下の波長を有する放射源による露光で達成される。非粘着化露光
ステップは時間に基づくものでもよいが、一実施形態では前述のようにエネルギー密度に
基づく。
　本発明は以下の実施の態様を含むものである。
　１．所望の硬化応答性、Ｒｃを有する印刷版の製造方法であって、
　ａ）弾性結合剤と、単量体と、化学線により活性化可能な光開始剤とを含む光重合可能
な組成物層を有する感光性素子を準備するステップと、
　ｂ）発光スペクトルとピーク発光とを有する化学線源を準備するステップと、
　ｃ）前記化学線源の前記ピーク発光に整合した吸収ピークを有するセンサを使用して前
記放射源の光強度を測定するステップと、
　ｄ）
　１）時間Ｔ１およびＴ２において、前記感光性素子を前記化学線源に露光し、
　２）時間Ｔ１およびＴ２にそれぞれ対応する硬化応答性Ｒｃ１、Ｒｃ２を有する重合さ
れた部分を形成するように処理し、
　３）前記硬化応答性Ｒｃ１、Ｒｃ２を測定することを含む、
段階的露光テストを行うステップと、
　ｅ）前記感光性素子の前記硬化応答性と、ステップｃ）の前記光強度と前記時間Ｔ１お
よびＴ２との積によって判定されるエネルギー密度との重合率曲線を作成するステップと
、
　ｆ）前記弾性結合剤と、前記単量体と、前記光開始剤とを含む前記組成物の層を有する
第２の感光性素子を準備するステップと、
　ｇ）ステップｅ）で作成された前記重合率曲線から判定されたエネルギー密度に基づい
て、前記第２の素子を前記化学線源に露光して、所望の前記硬化応答性Ｒｃを有する重合
された部分を形成するステップと、
を含むことを特徴とする方法。
　２．重合されない部分を除去するように前記第２の素子を処理するステップをさらに含
むこと、を特徴とする請求項１に記載の方法。
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　３．前記処理ステップは、
　（１）溶剤、水溶液、準水溶液、および水からなるグループから選択された少なくとも
１つの洗浄溶液で前記露光された第２の素子を処理するステップと、
　（２）前記露光された第２の素子を、領域を融解、流動化、または軟化させるのに十分
な温度に加熱するステップ、
からなるグループから選択されることを特徴とする請求項２に記載の方法。
　４．前記印刷素子は、前記光重合可能な組成物層の近傍の化学線に対して透過性の支持
体をさらに備え、前記露光ステップｄ）およびｇ）は前記素子の前記支持体側を通して行
われることを特徴とする請求項１に記載の方法。
　５．さらに、前記光重合可能な組成物層の近傍にマスクを有し、前記露光ステップｄ）
およびｇ）は前記素子の前記マスクを通して行われることを特徴とする請求項１に記載の
方法。
　６．前記測定ステップｃ）の前に前記化学線源を加熱するステップをさらに含むことを
特徴とする請求項１に記載の方法。
　７．前記硬化応答性は、前記重合された部分の床部の厚さと、１つまたは複数のレリー
フ画像特性とからなるグループから選択されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
　８．前記センサの前記吸収ピークは３７０ｎｍの波長にあることを特徴とする請求項１
に記載の方法。
　９．前記化学線源は、前記センサの前記吸収ピークの２５ｎｍの波長以内のピーク発光
波長を有することを特徴とする請求項８に記載の方法。
　１０．前記化学線源は約３７０ｎｍのピーク発光波長を有することを特徴とする請求項
１に記載の方法。
　１１．前記化学線源は約３６５ｎｍのピーク発光波長を有することを特徴とする請求項
１に記載の方法。
　１２．前記化学線源は約３６０ｎｍのピーク発光波長を有することを特徴とする請求項
１に記載の方法。
　１３．前記化学線源は約３５５ｎｍのピーク発光波長を有することを特徴とする請求項
１に記載の方法。
　１４．前記化学線源は約２５５ｎｍのピーク発光波長を有することを特徴とする請求項
１に記載の方法。
　１５．前記化学線源は、炭素アーク、水銀蒸気アーク、アルゴングローランプ、蛍光ラ
ンプおよび蛍光管、キセノンフラッシュランプ、電子フラッシュユニット、電子ビームユ
ニット、および写真用フラッドランプからなるグループから選択されることを特徴とする
請求項１に記載の方法。
　１６．前記化学線源は前記光開始剤の前記吸収スペクトルと重複する発光スペクトルを
有することを特徴とする請求項１に記載の方法。
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